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BaSS プロジェクトの概要

公共施設マネジメント推進の仕組み

BaSS プロジェクトの研究体制

インフラ部会の取組み【構築 G】

財務部会の取組み【構築 G】

システム部会の取組み【構築 G】

協働の取組み一覧【実証 G】

施設整備プロジェクトの活動報告①【実証 G】

施設整備プロジェクトの活動報告② 【実証 G】

施設整備プロジェクトの活動報告③ 【実証 G】

住民ワークショップの進め方【支援 G】

地域全体で共創する自治体の仕組み【支援 G】

施設整備を「リデザイン」する方法【支援 G】

シンポジウム・自治体研修会の取組み

持続可能な多世代共創社会の実現に向けて

今後の成果の活用・展開に向けた活動
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日程 ：2019 年 11 月 10 日（日）14：00 ～ 17：00
場所 ：台東区役所大会議室

14：00　 　 開会あいさつ　堤洋樹（前橋工科大学准教授）
14：05 第 1 部　　BaSS プロジェクトの成果報告
  　　・プロジェクト全体報告　堤洋樹
  　　・4 自治体（会津若松市、鴻巣市、長野市、犬山市）からの報告
  　　小山淳（会津若松市職員）、古川優介（鴻巣市職員）、村上巧（長野市職員）、神林宏之（犬山市職員）　
15：30 第 2 部　　パネルディスカッション「住民参加による公共施設整備の未来」
  　　パネラー：小山淳 × 古川優介 × 村上巧 × 神林宏之
    × 倉田薫（関西大倉学園理事長・池田市元市長）
  　　　　　　　  × 南学（東洋大学客員教授）
  　　コーディネーター：堤洋樹
16：50 閉会挨拶　 小松幸夫（早稲田大学教授）
※終了後懇親会（参加費 1,000 円 ) 19：00 まで

2019 年度 第 4 回ＢａＳＳプロジェクトシンポジウム

Contents

ご挨拶

住民参加による公共施設整備の未来　―BaSS プロジェクトの総括と今後の課題―

本日は、本シンポジウムにお越しいただきありがとうございます。

2016 年 10 月にスタートした「地域を持続可能にする公共資産経営の支援体制の構築（通称 BaSS プロジェクト）」が、

本年度 9 月で完了しました。これまで BaSS プロジェクトでは 3 回のシンポジウムを実施してきましたが、本シンポ

ジウムは BaSS プロジェクトの総括として位置づけられた最後のシンポジウムとなります。

協力自治体の首長を始め職員の方々、ワークショップなどに参加いただいた住民の皆様、専門家や民間企業の方々、そ

してプロジェクトに参加していただいた大学の先生や学生の皆様には、この場を借りて御礼申し上げます。おかげさ

まで 10 以上の自治体で、自治体任せではなく地域全体で公共資産整備を共創する仕組みが構築できないか？地域を活

性化し豊かな地域生活を実現する公共資産を整備 ・継続させる体制を実装できないか？という課題に対して実践的な

検証を行ってきました。その結果、現状の課題とその解決策はかなり明確になったと考えています。またその成果は

新聞報道や著書出版というかたちで皆様にお伝えすることができました。しかし当初目標としていた成果には、まだ

届いていません。残念ながら具体的なかたちにはたどり着いていません。そこで本シンポジウムでは、BaSS プロジェ

クトの活動を引き継ぐ「NPO 法人リデザインマネジメント研究所（RDM ラボ）」が本質的な公共資産経営の支援組織

として進むべき方向性を確認するために、協力自治体職員や有識者そして会場にいる参加者全員で「住民参加による公

共施設整備の未来」について議論する場にしたいと考えています。引き続き皆様のご協力をよろしくお願いいたします。

2016 年 10 月にスタートした BaSS プロジェクトが、本年度で完了する。「地域を持続可能にする公共資産経営の支

援体制の構築」を目指し、10 自治体以上で実践的検証を行ってきた結果、現状の課題とその解決策は明確になった。

しかし当初目標としていた成果には、まだ届いていない。そこで本シンポジウムでは、BaSS プロジェクトの活動を

引き継ぐ「NPO 法人リデザインマネジメント研究所（RDM ラボ）」が本質的な公共資産経営の支援組織として進む

べき方向性を確認するため、協力自治体職員や有識者そして会場にいる参加者全員で「住民参加による公共施設整備

の未来」について議論したい。

主催： BaSS プロジェクト、NPO法人リデザインマネジメント研究所
後援：会津若松市、鴻巣市、長野市、犬山市、台東区、MoRE（公共所有不動産の経営研究）、 MoGRE（群馬施設管理研究会）

JST/RISTEX 持続可能な多世代共創社会のデザイン研究開発領域

「地域を持続可能にする公共資産経営の支援体制の構築 (BaSS)」プロジェクト代表　

堤　洋樹（前橋工科大学准教授）
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　多くの地方自治体では、人口減少や少子化・高齢化に伴
う財政悪化に頭を悩ませていますが、その大きな要因に、
自治体が保有する公共建築物や土木インフラなど公共資産
の維持・整備に必要となる膨大な費用の捻出が挙げられま
す。しかし公共資産の整備が遅れ専門的な人材も不足して
いる地方都市では、今後の公共資産の整備計画の策定に苦
慮しています。
　近年これらの課題に立ち向かうべく、住民参加によるま
ちづくりを様々な方面から支援する取り組みが活発になっ
ています。しかし、その計画が実現し地域生活の豊かさに
まで繋がっている事例はまだ少ない状況です。その理由と
して、公共資産を整備する自治体の財政悪化や縦割り組織
の弊害、補助金や助成金の活用を前提とした制度、政治的
な圧力等が考えられます。
　そこで地域生活の基盤である公共資産の整備を担当する

自治体職員が、客観的な根拠に不可欠な情報収集、評価そ
して計画策定を多世代の住民とともに共創する一連の手法
を確立することを目的に研究を進めてきました。そして研
究期間内に、自治体職員の活動支援や負担低減を実現しつ
つ、持続可能な地域生活を築く公共資産整備の進むべき姿
を共に見出す仕組みを構築することを目指してきました。
　なお全国的に見れば、公共資産整備のあり方を本気で模
索している自治体は存在するものの、その実現の障壁はあ
まりに高く、多世代共創の仕組みが全国かつ継続的な活動
にまで展開するためには、研究期間後も公共資産整備に関
わるシステム運用及び支援体制を運用する体制・組織が不
可欠であると考えています。そこで本プロジェクトの成果
を引き継き、全国の自治体の公共資産整備における支援ハ
ブとなる情報システムと組織 (NPO) を設立しました。

BaSS プロジェクト概要

BaSS プロジェクトで構築される公共資産整備の仕組みによる自治体の変化 ( 左→右 )現状（左）から多世代共創による公共資産整備（右）へ

 Q. 自治体任せではなく地域全体で公共資産整備を共創する
仕組みが構築できないか？
 A. 自治体職員だけでなく多世代の住民が収集した情報や知
見を一元化し活用することで、 整備計画策定に不可欠な自治
体職員の積極的な活動や負担削減を実現するシステムを構
築します。具体的には、①施設・財務情報を自治体と住民
で共有することに同じ土俵にたった議論が可能、 ②情報提供
が双方向かつ大多数へ伝達されることで情報収集・分析な
どの自治体職員の負担を削減、 ③行政は情報が一元化され
るため集約的な資源投入が可能となり効率化が実現、 ④ ITC 
の活用など公共サービスを複数の手段で提供することで公
共サービスの増加による産業の活性化、 ⑤公共資産整備に対
する住民負担 （税金）が削減、により結果的に自立的な自治
体運営と地域活性化を実現します。

 Q. 地域を活性化し豊かな地域生活を実現する公共資産を整
備・継続させる体制を実装できないか？
 A. 継続的なシステムの運用や公共資産整備に求められる人
材育成などを担う第三者組織を設立することで、全国の自
治体を対象とした公共資産の整備から管理までの共創を伴
走する支援体制を確立します。具体的には、⑥第三者の立
場から公共資産整備に関する政策決定の方向性・手法に関
する支援と提案の実施、⑦システムの継続的な保守・改善
と資産情報管理に関わる収集・分析・共有作業を担当、⑧
積極的な自治体職員＋住民参加を促すため第三者の立場か
ら専門知識・手法を提供、⑨支援活動に対する対価として
運用資金を確保する仕組みを確立することで継続的な支援
体制と多世代共創の定着を実現します。 

■ BaSS プロジェクトで実現させること■ BaSS プロジェクトの目的

社会技術研究開発センター（RISTEX）は、国立研究開発法人 科学技術振興機構（JST）の一組織で、21 世紀の人類・社会が直
面する重要な問題（環境・エネルギー、少子高齢化、安全安心、医療・介護など）を解決するために役立つ成果を創り出すことを
目指して研究開発・支援を行っています。

「持続可能な多世代共創社会のデザイン 」の目的
多世代共創によって持続可能な社会を実現するには、都市・
地域でのグッド・プラクティスを創出するとともに、そこ
での知見を一般化・体系化し、問題に取り組む人々が活用
できるような仕組みづくりが重要です。また、領域終了後
もステークホルダーが自立的に取り組みを継続し情報を共
有できるような基盤となるネットワークが必要不可欠です。

以上のことから、持続可能な多世代共創社会の実現に向け
て、本研究開発領域では以下の 3 点を目標とします。
(1) 持続可能な都市・地域のデザイン提示
(2) 多世代共創を促す仕組みづくり
(3) 統合的な成果の社会実装に向けたネットワーク構築

■ JST/RISTEX について

カスタム検索

JST トップ > RISTEX トップ > 持続可能な多世代共創社会のデザイン > 地域を持続可能にする公共資産経営の支援体制の構築

研究代表者
堤 洋樹

前橋⼯科⼤学⼯学部　准教授
（研究開発期間︓平成28年10⽉〜平成32年3⽉）

プロジェクトの概要
多くの地⽅都市では⼈⼝減少や少⼦・⾼齢化に伴い財政が悪化し、公共建築物や⼟木インフラなどの
公共資産の維持・整備や運用にかかる経費の捻出が困難になっている。しかし、公共資産の現状把握
が不⼗分なこともあり、⾃治体や住⺠の危機感は乏しい。

そこで本プロジェクトでは、⾃治体職員が多世代の住⺠とともに地域生活の基盤である公共資産の望
ましい姿を描き、実現させる支援の仕組みを構築する。具体的には、公共資産の⽼朽化や利用状況の
評価を基に、将来世代を⾒据えた公共資産経営の⽅向を提⽰し、住⺠や議会も含めた合意形成に繋げ
ていく手法を開発する。こうした知⾒を蓄積し、多様な地域を支援するプラットフォームの構築を⽬
指す。

プロジェクト紹介

プロジェクト⼀覧

【H28採択】
漁業と⿂食がもたらす⿂
庭（なにわ）の海の再生

【H28採択】
農⼭漁村共同アトリエ群
による産業の再構築と多
彩な生活景の醸成

【H28採択】
空き家活用によるまちな
か医療の展開とまちなみ
景観の保全

【H28採択】
地域を持続可能にする公
共資産経営の⽀援体制の
構築

【H28採択】
生業・生活統合型多世代
共創コミュニティモデル
の開発

【H28採択】
寄付を媒介とした多世代
共創モデルの提案

【H28採択】
多世代哲学対話とプロジ
ェクト学習による地⽅創
生教育

【H28採択】
ソーシャル・キャピタル

地域を持続可能にする公共資産経営の⽀援体制
の構築

プロジェクト紹介

研究紹介ページ
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■施設カルテ
※ 評価含む

財務データ 品質データ 供給データ

様式Ｂ

資産シート Ｂ

で、どうなの？？シート作成だから、どうする！！シート作成

様式Ａ

・管理費
・光熱水費
・修繕費
・人件費

・日常点検
・ 条点検
・改修履歴

・利用率
・利用人数
・開館状況

・施設カルテ
・簡易財務評価
・保全計画
・立地評価？
→ レポート

※他資産とのベン

チマーキング資料

要求シート Ａ

・予算要求内容
・理由書※当初
計画と異なる
場合 面

・全体最適効果

※他事業とのベン

チマーキング資料

財務会計
システム

保全管理
システム

学校施設台帳
施設利用調査

［庁内他システム］※非公開

公共施設等総合管理計画
（様式Ｂ＋Ｃ）

個別計画素案策定

補足資料

・様式Ｂ
・調査分析

※

で対応

出口戦略 入口戦略

庁内の検討委員会等にて
検討→選定

広報・パブコメ等 正式予算案提出 議会付議・承認

事務執行計画
設計・工事等

非公開 原則公開

Plan＋Do

Check systemAction system

補足資料

調
査
結
果
・
分
析

市
民
ア
ン
ケ
ー
ト
等

棟別にマイナンバー

の設定

さっとレポ※準備済

自治体＋住民による
個別計画案の検討

民間企業や大学等の
支援・協力 支援組織

自
治
体
管
理

様式Ｃ

・人口
・面積
・立地 環境

※自治体全体の概

要把握

Ｃ基礎シート

自
治
体
→
住
民

整備方針・優先順位の
検討→決定

簡易施設評価
評価等

検討開始年は例えば設定

寿命の 年前に設定

・人口
・面積
・立地 環境

［公開データ］

■簡易財務評価 
・費用対効果 ・便益評価 
・回収期間/手法 ・世代会計 

プロジェクト対応 情報の流れ

仕組みの特徴
公共施設マネジメントを円滑に推進するため、自治体の予算要求に繋げる仕組みの構築を目指しています。

•	 既存の情報やシステムの有効活用：既存の情報やシステム
との連携を前提とすることで、省力化と資源の有効活用を
実現

•	 入口戦略のサポート：公共施設等総合管理計画などにその
まま活用できるため、自治体全体や公共施設の現状や課題
が容易に判明

•	 出口戦略のための根拠資料：今後の施設整備の要点が具体
化するため、予算要求に必要な根拠資料の整理が実現

•	 情報の非対称性を回避：入力した情報を分かりやすく公開
するため、どの段階で誰が見ても現状把握が容易に確認可
能

•	 情報公開から情報共有へ：公共施設を管理している自治体
職員だけでなく、業者や住民が情報収集に協力できる主に
インターネットで提供されるクラウドサービスを実装

公共施設マネジメント推進の仕組み

BaSS プロジェクトが目指す公共施設整備の姿
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マネジメントグループ（リーダー：堤洋樹）
本プロジェクトの全体統括・研究推進及び仕組み全体の最
終調整（PDCA サイクルの「A」）を担当。
本プロジェクト全体のマネジメントを円滑に進め社会実装
を研究期間内に実現するため、主に関与者との連絡・調整、
各グループの調整・指示、成果全体の取り纏め、成果の報告・
発表などを行う。

構築グループ（リーダー：讃岐亮）
「学」の立場から、住民参加型情報システムの構築と情報・
仕組みの整理・体系化、そして会計・法規・政策・体制な
どの規制に対して解決案とその活用方法を提示する仕組み
づくり（PDCA サイクルの「P」）を担当。
構築グループ内において、インフラ部会・財務部会・シス
テム部会を立ち上げ、財務やインフラの評価項目、システ
ムの実装を検討する。

実証グループ（リーダー：寺沢弘樹）
「官」の立場から、ワークショップや勉強会などを実施し自
治体職員と住民が同じ公共資産整備の目標に向け共創でき
る仕組みづくりの実証（PDCA サイクルの「D」）を担当。
構築グループが作成したシステム・協力体制をワークショッ
プなどの中で住民らと共に検証を行い、支援グループにそ
の成果・経験についてフィードバックを行う。また住民ら
協力者とは本プロジェクト終了後も自主的な取り組みを促
す下地を構築し、マネジメントグループとは継続的な活動
を促す自治体職員と住民の関係性について情報交換を行う。

支援グループ（リーダー：池澤龍三）
「産」の立場から、住民と自治体職員による資産整備計画策
定の継続的運用の仕組みの構築と検証（PDCA サイクルの

「C」）を担当。
実証グループが実施したワークショップなどの成果を集約・
整理し、その分析結果と支援体制に必要な条件などをマネ
ジメントグループに提言する。また構築グループとは研究
期間後も自治体の支援・協力が継続可能なシステムの改良
に向け、住民ら協力者とも支援体制の改良に向けワーク
ショップなどの成果についてフィードバックを行う。

< 研究体制（順不同）>
＜大学・民間企業＞
前橋工科大学、早稲田大学、名古屋工業大学、首都大学東京、
大阪市立大学、一般財団法人建築保全センター、特定非営
利活動法人日本 PFI・PPP 協会、日本管財株式会社、クロ
スポイント・コンサルティング株式会社、株式会社 JM、株
式会社アバンアソシエイツ、リテックエンジニアリング株
式会社、公益財団法人群馬県建設技術センター、レンドリー
ス・ジャパン株式会社、株式会社ジオクラスター
＜協力自治体＞
会津若松市、犬山市、御前崎市、秩父市、
長野市、池田市、鴻巣市、廿日市市、小田原市

BaSS プロジェクトの研究体制

本プロジェクトの対象は、従来の分野を大きく超えているため、研究全体の方向性の明確化と様々な分野との調整が重要となりま
す。そこで、本プロジェクトでは、実践者を 4 グループ ( マネジメントグループ、構築グループ、実証グループ、支援グループ）に分け、
マネジメントの基本である PDCA サイクルに準じた作業分担による体制を構築しました。
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視点 評価項⽬ 使⽤データ 概要

将来性視点

安全性 ハザードマップ
防災⾯で安全な地域であるかを判断します。⼟
砂災害警戒区域、⼟砂災害危険箇所、浸⽔想定
区域のデータを使⽤します。

健全性 ⾼齢化率
インフラの状態が良好な地域であるかを判断し
ます。⾼齢化率の⾼い地域はインフラも同様に
⽼朽化している可能性が⾼いと考え、⾼齢化率
のデータを使⽤します。

発展性 ⼈⼝推移率
将来的に発展していく地域であるかを判断しま
す。⼈⼝が増加した地域は発展していると考え
⼈⼝推移数のデータを使⽤します。

利⽤者視点

利便性 ⼈⼝密度
⼈が集まるのに適している地域であるかを判断
します。⼈が集まる地域は利便性が⾼いと判断
し⼈⼝密度のデータを使⽤します。

発展度 都市計画区域、DID地区 発展している地域であるかを都市計画的に判断
します。

インフラ充実度 道路延⻑
インフラの整備量が⼗分な地域であるかを判断
します。道路整備状況が他のインフラの整備状
況と⼀定程度相関があると考え、本研究では道
路延⻑のデータのみで評価します。

■地域評価の手法
地域評価とは公共施設整備計画を策定する際に敷地選定や
移設先を考える上での立地的な指標となることを目的とし
た評価手法です。2 つの視点で評価を行い、公共施設利用
者の立場から立地条件に必要な項目を含む「利用者視点」
と将来的にその地域の状況を判断するための「将来性視点」
から評価を行います。

評価項目は各視点に対して 3 項目、全 6 項目で構成してい
ます。 
6 項目の判定のうち A・B 評価は公共施設の立地を考えた際
に問題のない地域と判断し、C・D 評価に焦点をあてて総合
評価である地域評価を算出します。

なお、各項目で使用する情報は、どの自治体でも評価で
きるように国土数値情報、国勢調査情報などの公開情報
を用いることを前提とし、評価項目に最も適切だと思わ
れる情報を選定しています。
C 評価を 1 点、D 評価を 2 点として重み付けし、「利用
者視点」「将来性視点」それぞれ 3 つ項目の合計点をマ
トリクスに落とし込み、4 段階の評価で判断します。

地域評価を指標とした統廃合計画の提案
公共施設整備計画への適用可能性を確認するため、前橋市

内の全小・中学校の敷地について、地域評価を行い、地域

評価結果と実際の公共施設整備の事例と照合して検証を行

いました。

＜地域評価の結果＞
前橋市内の小中学校の敷地を対象として地域評価を実施し

たところ、下記の結果が得られました。

地域評価の結果は総合 C 評価が最も多く、ほぼ均等に評価

が分散している。

ハザードマップのデータを使用している安全性評価の結果

は A 評価が最も多いものの、ハザードマップの範囲内であ

る B 評価以下の施設が 28％存在している。

※学校施設は公平なアクセシビリティの担保を前提として

市内に偏りなく配置することを前提としているため、この

ような結果が導かれたと考えられます。

＜統廃合計画の立案＞
地域評価の結果を踏まえ、地域評価を指標として前述の 6 校を

対象とした統廃合計画を立案しました。統廃合計画の概要は以

下の通りです。

中学校 2 校を 1 校、小学校 4 校を 2 校に統合する。小・中学

校が建設できる規模の用地を準備することは現実的に厳しいた

め、統合後の敷地を既存の小中学校に限定する。最終的な統合

先は総合 A 評価である広瀬中学校と春日中学校 2 校、総合 B 

評価である小学校 3 校のうち、中央に位置する天神小学校を選

定し、3 校を統合先の敷地として計画する。

＜地域評価の結果を踏まえた適用可能性＞
実際の統廃合計画のうち、多くが地域評価に則した結果となり、

敷地選定の判断材料として地域評価は実際の判断と概ね一致し

ました。

本検討では学校施設を立地的な基準で適切に配置した提案です

が、他の公共施設も同様の方法で整備計画の策定が可能です。

また統合学区の中央に近いことが重要になりますが、その地域

の将来性や現状も考慮することが必要であると言えます。例え

ば統合学区の中央でも、人口が少なく、これから人口の減少が

予想される地域に統合しても結果的に登校時間が増える児童・

生徒が相対的に増加する可能性もあります。

地域の拠点施設としての性格が強くなりつつある現代におい

て、立地を多面的に捉える必要性は高まっています。その点で

今後の学校配置の検討にここで示した地域評価の結果をどのよ

うに反映するかについて、今後検討すべき課題であると考えて

います。

提案した統合結果と計画フロー

学校施設の地域評価結果

地域の評価 安全性評価

前橋市の地域評価結果

インフラ部会の取組み【構築G】

公共施設を適切に管理するためには、施設自体の評価はもちろんのこと、立地の評価も欠かせません。そこでインフラ部会では、

公共施設整備の際の公共施設整備の際の敷地選定や統合先の地区・街区のポテンシャルの指標となる「地域評価」手法の検討を行

いました。
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将来世代の負担問題
これまで多くの地方自治体は少ない収入で多額の支出を賄
い、その差額は公債発行により税負担を先延ばしにするこ
とで制度を維持してきました。しかし、少子高齢化に伴う
人口減少により、将来世代一人当たりの負担の増加が予想
されます。また、積み上げてきた公債を全て償還すること
を前提とするならば、現在生きている世代（現在世代）が
先延ばしにした税負担分を将来世代が追加的に負担するこ
とになり、世代間格差が生じることになります。
　公共施設（公共サービス）とは全ての世代が平等に負担し、
平等に受益すべきものであると考えるならば、自治体が公
共施設管理における政策決定をする上で、世代間格差への
留意が必要になると言えます 。本研究では「世代会計」と
呼ばれる考え方を援用し、施設保有による世代間の格差を
視覚化する手法を確立することを目的としています。

＜ 施設毎の世代間格差の可視化＞
今回の推計では受益となる歳出については施設への分配方
法を検討しましたが、負担である歳入については施設へと
分配するための明確な根拠がなかったため、自治体全体の
歳入を各年齢階級へと按分するのみという方法を採ってい
ます。しかし、この方法では施設一つ一つについての世代
間格差を示すことができないという課題が生じました。解
決策としては便宜的に歳入額を延床面積による面積按分で
施設への分配を行うことが考えられます。

＜施設の存続の定義＞
世代会計の手法は、基準年における負担・受益構造が以降
も続くと仮定し、将来期間へと引き延ばして推計を行いま
す。そのため、今回の方法では基準年に存在する施設が今
後も永遠に存続し続けることになります。よって、施設の
存続・劣化によって生じる世代間の格差についての検討が
できていないという課題が挙げられます。現実には施設は
経年と共に劣化していき、現在世代と将来世代が同じ品質
の施設を利用できるという保証はありません。
　さらに、現在世代が利用していた施設が将来世代の利用
時期には既になくなっている可能性もあり、施設を利用し
ていないにもかかわらず現在世代が利用していた施設分の
負担を担う状況も考えられます。これらを踏まえ、推計方
法の改善が必要となります。

＜ゼロ歳世代を除く現在世代との比較＞
世代会計の手法上、将来世代と比較しうるのは一生涯分の
計算が行われるゼロ歳世代のみとなります。しかし、施設
管理へと応用するにあたり現在世代内においても比較が可
能になることが望ましいと言えます。さらに言えば、現在
存在する施設はこれまで生きてきた世代が資産形成したも
のと考えることができます。よって、今後は基準年より過
去の期間についても推計を行う方法を検討していきます。

公共施設の維持・更新等に関する計画づくりにおいては、これまで様々な公共施設の評価手法や優先順位付けについての考え方等、
多面的な取り組みが成されています。個人および政府についての予算制約を考慮した利用可能性、すなわち経済的評価を示している
わけではありません。財務部会では、客観的な公共資産の評価手法について整理し、地方公会計制度による資産評価情報の活用を見
据え、その資産評価手法において課題となる①将来世代の負担問題②住民の利用による便益評価手法について検討を行いました。

住民の利用による便益評価手法
本来、公共施設は公共財であるため、利用の貨幣的価値（便

益）は図ることができません。しかし、利用者の限界便益

を支払意思額として求めることによって把握は可能であり、

すでに道路や公園などインフラ資産においては、それぞれ

の資産形態毎に評価手法がおおむね確立されています。そ

れら先行研究に習い、施設整備による成果を価格に換算す

ることによって、社会的便益としての資産価値を算出する

ことができます。そこで財務部会では、公共施設のその便

益を明らかにすることで、費用対効果（費用便益分析） によ

る資源配分の評価を可能にすることを試みました。

＜公共施設の利用に関するアンケート調査による便
益評価の検討＞
埼玉県鴻巣市の住民に対して、公共施設の利用に関するア

ンケート調査を実施し、Kuhn Tucker Model による便益評価

を行いました。

※旅行費用法の一種である Kuhn Tucker Model は、従来の

旅行費用法で課題とされてきた、施設を利用しないという

情報の有効利用を可能とするモデルです。

＜便益評価の結果＞
Kuhn Tucker Model のパラメータ推定結果より回答者別に、

評価対象の施設を廃止する場 (without) に対する当該施設を

存続する (with) 年間の便益を算出しました。

評価の結果、床面積 1㎡あたりの年間便益では、一部の児童

センターや公民館が他の施設と比べて便益が小さくなりま

した。また、映画館など利用料の高い施設では、年間合計

便益が高く評価されるという結果になりました。

　今後の課題として、①機能の異なる施設に対して同一の

パラメータを設定しており機能の違いが十分に考慮されて

いないこと、②地区による便益の違いが考慮されておらず

人口動態等を踏まえた将来の便益予測に活用することがで

きないこと、③公共交通の利用可能性の検討が十分にされ

ておらず公共交通政策の評価に活用することができないこ

と、が挙げられます。

　そのため今後、①施設機能を反映するためのモデルの拡

張方法の検討、②クリギングなど空間補間を利用した便益

分布の算出および将来便益の予測、③路線等を考慮した公

共交通の選択確率の算出および公共交通政策の効果予測に

取り組む予定です。

財務部会の取組み【構築G】
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系統 種別 施設名 年間合計便益 住民 1人あたり 

年間便益 
床面積 1m2あたり 

年間便益 

市
民
文
化
系 

1 文化センター「クレアこうのす」 256.9百万円 2,163円 32.3千円 
2 市民活動センター 138.5百万円 1,166円 64.6千円 

3 

吹上生涯学習センター 134.3百万円 1,131円 64.1千円 
田間宮生涯学習センター 65.0百万円 548円 34.4千円 
川里生涯学習センター 54.5百万円 459円 27.7千円 
箕田公民館 115.4百万円 972円 62.0千円 
常光公民館 35.5百万円 299円 19.1千円 
中央公民館 42.0百万円 354円 145.1千円 
笠原公民館 36.2百万円 305円 20.0千円 
あたご公民館 36.6百万円 308円 72.1千円 

4 
本町コミュニティセンター 40.6百万円 342円 30.6千円 
コミュニティふれあいセンター 81.4百万円 686円 68.1千円 
市民センター 60.6百万円 511円 50.5千円 

5 花と音楽の館かわさと「花久の里」 140.7百万円 1,185円 342.5千円 

6 
吹上ふれあいセンター 84.2百万円 709円 259.3千円 
川里ふれあいセンター 57.2百万円 482円 281.6千円 
鴻巣集会所 30.7百万円 259円 99.8千円 

社
会
教
育
系
・
子
育
て
支
援 

7 映画館「こうのすシネマ」 2,151.0百万円 18,114円 452.1千円 

8 

鴻巣児童センター 14.8百万円 125円 12.0千円 
箕田児童センター 14.4百万円 121円 19.5千円 
常光児童センター 5.4百万円 45円 15.5千円 
田間宮児童センター 16.8百万円 141円 53.7千円 
川里児童センター 6.1百万円 52円 15.1千円 
笠原児童センター 5.7百万円 48円 14.4千円 
あたご児童センター 6.6百万円 56円 8.2千円 
吹上児童センター 68.7百万円 579円 130.4千円 

9 鴻巣中央図書館 417.1百万円 3,512円 314.5千円 
10 川里図書館 98.6百万円 830円 97.6千円 
11 吹上図書館 375.5百万円 3,162円 467.6千円 

他 

12 総合体育館 488.6百万円 4,115円 73.3千円 
13 コスモスアリーナふきあげ 612.5百万円 5,158円 265.5千円 
14 産業観光館「ひなの里」 30.8百万円 259円 187.9千円 
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床面積1m2あたり年間便益 [千円]

アンケート項目

床面積 1m2 あたり年間便益評価結果

対象者 埼玉県鴻巣市の住民 配布数 16,000件

配布時期 2019年7月8日 – 2019年7月20日 (配布期間: 13日) 2,189件

回答期限 2019年7月31日 (回答期間: 12 – 24日間) うち紙: 1,964件 (回収率: 12.2 %以上, 回収数全体のうち約9割)

ポストコマーシャル有限会社に委託し、 Web: 225件 (回収数全体のうち約1割)

同社のポスティング対象地区全域に配布 鴻巣市内の公共施設: 50施設

(平成31年1月1日時点で人口1人以上の丁字132地区のうち104地区) うち市民文化系施設: 17施設

調査票の返送 (料金受取人払い) またはWebアンケート 　　社会教育系・子育て支援施設: 12施設

(SurveyMonkey, 家族それぞれで回答可能) への回答 　　スポーツ・レクリエーション系施設: 21施設

配布方法

回答方法

回収数

対象施設

A 施設
B 施設
C 施設
D 施設
F 施設
G 施設
H 施設
I 施設
J 施設
K 施設
L 施設

M 施設
N 施設
O 施設
P 施設
Q 施設
R 施設
S 施設
T 施設
U 施設
V 施設
W 施設
X 施設
Y 施設
Z 施設

AA 施設
AB 施設
AC 施設
AD 施設
AE 施設
AF 施設
AG 施設
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各部署の利用形態に合わせた情報システム
＜事業や管財部門、施設管理、建物に紐付いた各種の情報
管理を行う部署＞
各種のデータ（固定資産台帳、施設の管理情報、その他）か
らデータを CSV 形式で抽出、あるいは個々に入力すること
により、データ蓄積、データ検索等により分散していたデー
タを一元的に管理する事ができます。
＜政策、財政部門での方針判断、議会、住民などへの説明
を行う必要がある部門＞
蓄積されたデータを施設評価のロジックに従って評価、ポー
トフォリオなどを含む施設カルテ、今後のコストを検討す
る基となる LCC、老朽度等を確認することができます。
＜事業や管理、経常的な作業を行う部門＞
点検のデータなどをタブレット等の現場入力が可能で、入
力したデータをすぐに共有できます。施設の追加や、デー
タの追加も容易にできるため、継続して判断に必要なデー
タを蓄積、活用することが可能となります。

クラウドタイプのシステム
インターネットクラウドのシステムであるため、すぐに使

い始めることが可能です。また、業者との協業も容易に実

現できます。またクラウドで提供されることにより、初期

経費、運用経費が抑えられます。インターネット接続環境

とパソコンがあれば、専用の機器は必要ありません。登録

棟数、ユーザー ID 数、利用端末数などの制限は設けていな

いため、全庁的に活用することが可能です。

データの入出力が容易
データのセットアップ、登録したデータの出力ともに、CSV

などの形式で可能です。セットアップや活用が容易である

ため、蓄積したデータを無駄になりません。

専門家でなくとも利用可能
設計 ･ 施工や建築、設備の専門知識がない事務職の方が利

用できるものを目指しています。専門的すぎず、継続的に

利用が可能です。

初期投資・運用経費が経済的
クラウドで提供されることにより、初期経費・運用経費が

抑えられます。インターネット接続環境とパソコンがあれ

ば、専用の機器は必要ありません。

成⻑を続けるシステム
クラウドで提供される XP FM は成⻑し続けるシステムです。

新機能や改善などは順次行われ、より使いやすいものへと

変化し続けます。

施設評価・ポートフォリオ機能
登録データを基に施設を自動評価し、ポートフォリオに反映し視覚的に表示します。
ポートフォリオ上のドットを選択するとリスト表示上の当該施設が選択されます。

中⻑期保全計画策定支援機能
建物の耐用年数からの情報だけではなく、劣化状況を反映
することで、建物の現状に見合った大規模改修や改築等に
よる建物の更新時期を把握することができます。また、中

長期計画シートによって算出された施設の保全費に加えて、
対象となる施設の施設カルテに表示される収入支出情報の
支出に関わる項目も併せて表示することができます。

施設カルテ策定機能
施設に関する様々な情報（諸元、評価、コスト他）をまと
めた施設カルテの作成が可能です。

市民への情報提供機能
システムにログインすることなく、市民に施設の情報（施
設名称、HP リンク、施設カルテ）を提供することができます。
施設に対する意見等の投稿も可能です。

システム部会の取組み【構築G】

　公共施設を良好な状態で、より有効に活用するためには、計画的な修繕や更新が必要となります。またそれらの円滑な実現に向け、

施設情報を一元管理や、今後必要となる費用などを把握する中⻑期保全計画の策定を迅速化かつ省力化を可能にする情報システム

求められています。そこでシステム部会では、公共施設等の関連情報をデータベース化・一元管理することによって施設管理の支

援を行う情報システムの社会実装を実現するため、協力自治体での試験運用等から検討を行いました。

引用：会津若松市　https://www.city.aizuwakamatsu.fukushima.jp/docs/2017103000040/files/128.pdf

＜公共施設マネジメントを支援する情報システムの特徴＞
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協力自治体における協働の取組み一覧【実証G】

2019年
10月 11月 12月 １月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

2018年
10月 11月 12月 １月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

2017年2016年
10月 11月 12月 １月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

●

連携協定締結
●

庁内ヒアリング
●

現地調査
●

市長面談
●

庁内ワーキング部会御前崎市

●

連携協定締結
●

地元住民協議／現地調査
●

篠ノ井WS①～④
●

シンポジウム
●

篠ノ井駅サウンディング調査
長野市

●

連携協定締結
●

現地調査

●

先進事例視察
●

敬老の里サウンディング調査

●

シンポジウム
●

敬老の里基本構想策定池田市

●

連携協定締結
●

現地調査廿日市市

●

連携協定締結

●

庁内ヒアリング
●

市長面談 ●

中央公民館WS①～④

鴻巣市

●

連携協定締結

●

現地調査
秩父市

●

連携協定締結
●

現地調査 FMシステムの機能検証
犬山市

●

連携協定締結
●

施設カルテ公開
●

北会津・河東・湊WS①～③
●

シンポジウム会津若松市

●

広瀬川WS①～③
●

前橋街づくり協議会発表

●

タチヨルWS
●

シンポジウム

●

広瀬川湖畔緑地WS①～③
●

Bentenstudy placeオープン

前橋市

●

連携協定締結 FMシステムの機能検証
小田原市

●

敬老の里WS①～③
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施設整備プロジェクトの活動報告①【実証G】

協力自治体概要 協力自治体概要

対象とする敬老の里エリアは、阪急石橋駅から徒歩約 15 分にある閑
静な住宅地にあります。敬老会館を中心に高齢者の憩いの場となって
いるほか、隣接した石橋公園は子供や子育て世代を中心に親しまれ、
夏には毎年恒例で石橋校区納涼大会が開催されます。周辺には池田高
校や石橋小学校・中学校、少し足を伸ばせば大阪大学や園芸高校といっ
た専門性の高い文教施設が立地し、普段から学生が行き交っています。
このような地域の特性を踏まえ、高齢者だけでなく多様な世代が分け
隔てなく気軽に立ち寄り、行き交うことで地域住民が安心して過ごす
ことのできるエリアの形成を目指し、庁内部局横断のプロジェクト
チームを立ち上げ、検討を行いました。

位置
面積
総人口
世帯数
人口密度

：大阪府北部
：約２２k㎡
：約１０万人
：約４．８万世帯
：４，６９０人／ k㎡

対象敷地は、世界的な観光地へ繋がる宮島口駅の 1 駅隣、前空駅から
バスで約 20 分の場所に位置し、地域の文化と健康の拠点となってい
ます。敷地内には、体育館・市民センター・図書館等が一体的に整備
されていますが、施設別に管理・運営されていることから施設集積に
よる利点が十分に活かされていない状況にあります。加えて合併前に
整備された体育館と市民センターは老朽化が進み、安全性の確保が急
務です。このような状況を踏まえ、「どうせ建替えるなら将来の賑わ
いの中心となる何かを創ろう」という発想を基点に、多世代が意識せ
ずに交流できる施設群の形成を目指し、子育て世代・児童生徒へのヒ
アリング等を行いながら、検討を行いました。

位置
面積
総人口
世帯数
人口密度

：広島県西部
：約４８９k㎡
：約１２万人
：約５. ２万世帯
：２４０人／ k㎡

※ 2018 年 3 月時点 ※ 2018 年 3 月時点

池田市
プロジェクト協力自治体

廿日市市
プロジェクト協力自治体
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施設整備プロジェクトの活動報告②【実証G】

⻑野市
長野市南部にある篠ノ井地区の公共施設再編を考える上で、課題は大
きく 2 つあります。1 つ目は、南部図書館の移転改築です。南部図書
館は昭和 54 年に建設された建物で劣化が進んでいる上、市内に 2 館
ある図書館の 1 つであるため、広域的な視点からも検討が必要な施設
になります。2 つ目は、JR 篠ノ井駅周辺の活性化です。JR 篠ノ井駅
は JR 長野駅に次いで乗降客の多い駅ですが、駅前商業地としてのポ
テンシャルを十分に活かしきれていない状況にあります。また、鉄道
によって住宅街と商店街が東西に分断されているため、一体的な活性
化も課題となっています。本プロジェクトでは、ファシリテーターが
住民と行政の間に入り、具体的な整備イメージを提示しながら、公共
施設の将来像について検討を行いました。

プロジェクト協力自治体

鴻巣市
対象エリアは、JR 鴻巣駅・商店街と市役所の中間点にあり、市の中
心拠点に位置付けられた地区に属します。公民館・勤労青少年ホーム・
児童センターをはじめ、周辺には小・中・高校の教育施設が立地する
公共施設の集積したエリアです。しかしながら、施設別に整備が進め
られてきたため、運営体系が別々であったり、出入口が個々に存在し
たりするなど、公共機能集積エリアとしての強みが活かされていない
状況にあります。また、老朽化や利用者層の固定化も課題となってい
ます。このような状況を踏まえ、本プロジェクトでは行政の関係部局
を集めたミーティングを開催し、プロジェクトチームが具体的な整備
案を示しながら、本エリアの運営・管理面での課題整理を行いました。

プロジェクト協力自治体
協力自治体概要協力自治体概要
位置
面積
総人口
世帯数
人口密度

位置
面積
総人口
世帯数
人口密度

：埼玉県北部
：約６７k㎡
：約１２万人
：約５万世帯
：１，７５７人／ k㎡

：長野県北部
：約８３５k㎡
：約３８万人
：約１６万世帯
：４５１人／ k㎡

※ 2018 年 3 月時点※ 2018 年 3 月時点
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施設整備プロジェクトの活動報告③【実証G】

御前崎市
本プロジェクトでは、隣接する２つの地区の公共施設に関する課題を
同時に議論することで、サービスの品質を落とすことなく、施設総量
の縮減を達成する再編手法の検討を行いました。まず白羽地区は、老
朽化した支所の利活用方策が課題となっています。支所は改修を行う
ことが決定し、最低でも今後 15 年は何らかの活用をしたいところで
すが、活用方策が決まっているのは 3 階ある内の 1 階のみの状況です。
周囲には文化会館・公民館・福祉センターが立地し、一体的な整備が
望まれます。一方、御前崎地区での課題は、分散配置されたこども園
です。本施設は、平成 27 年 4 月に認定こども園化しましたが、敷地
の離れた旧幼稚園と旧保育園の建物を利活用する形で開園したため、
こどもを迎えに来る保護者や運営する保育士にとって不便な状態が続
いています。

プロジェクト協力自治体

前橋市
広瀬川河畔緑地は前橋市の中心市街地に位置し、前橋公園から前橋こ
ども公園を結ぶ約 2.4km の緑道です。周辺には前橋文学館・アーツ
前橋・臨江閣が点在し、文化芸術・歴史資源が豊富なエリアになりま
す。一方で、施設の老朽化や高木の繁茂により暗い・危険というイメー
ジももたれています。そのような中、近年では前橋商工会議所・前橋
街づくり協議会が中心となり提案した「広瀬川テラス構想」をはじめ、
住民主導のまちづくりが活発に行われています。本プロジェクトは本
構想の更なる推進を図るべく、大学が行政と住民の間に入り、住民の
広瀬川に対する思いを整理・集約することで、行政への実現可能な政
策提言に繋げることを目的にしています。

プロジェクト協力自治体
協力自治体概要 協力自治体概要
位置
面積
総人口
世帯数
人口密度

位置
面積
総人口
世帯数
人口密度

：大阪府北部
：約２２k㎡
：約３．３万人
：約１．２万世帯
：４９６人／ k㎡

：群馬県中部
：約３１０k㎡
：約３４万人
：約１５万世帯
：１，０８０人／ k㎡

※ 2018 年 3 月時点 ※ 2018 年 3 月時点
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住民ワークショップの進め方【支援G】

住民ワークショップの実施前に確認するべきこと
本プロジェクトで取組んだ住民ワークショップは、設計の

ために整理すべき条件である「与条件」と呼ばれる内容を

確認する作業となります。そのため対象施設の整備をなぜ

行い、それが住民にとってどのような意味を持つかを明確

に確認できる資料や準備が必要です。

　住民に直接「与条件の整理」をお願いしても、自治体職

員が期待する成果は得られませんが、日常生活の中での課

題を提示することは年齢を問わず誰にでもできる作業です。

そこで自治体職員から施設整備の方向性を示しつつ、その

方向性で現状の課題を解決できるか、もし解決できないの

であればどのように変えればよいか、将来考えられる課題

にも対応できるかなどを参加者とともに議論し、施設整備

の概要を固めていく作業を行う必要があります。

　住民ワークショップで施設整備の方向性を住民に提示す

る際には、自治体職員自ら具体的な整備方針を確立してお

く必要があります。自治体職員側の意識が統一されていな

いと、住民ワークショップの参加者は混乱し議論が紛糾し

ます。そのため必要に応じて事前に公共施設マネジメント

の講習会や職員ワークショップなどを開催したり、担当職

員による「たたき台」を作成し関係部署間で確認しておく

など、自治体職員間の認識の共有と連携を強化しておくこ

とが重要となります。

 

住民ワークショップの準備
• 参加者の対象範囲は、一般的に利用しない公共施設に対

しては住民の関心が低く、議論してもまとまらない傾向

にあるため、対象とする施設を直接利用しそうな住民が

住む地域とすることが望ましい。

• 参加者の構成は、地区を代表するような人から施設整備

に興味を持っていない人まで、様々な背景を持つ人々に

参加してもらうことが望ましい。

• 子ども世代の参加はが住民ワークショップの成功の鍵

を握る。      

※小学生高学年以上であればワークショップの作業内

容を十分理解し、立派な発表をすることができます。子

どもの参加者を増やすためには、学校への協力依頼は当

然ですが、教育委員会や PTA などとの連携が不可欠で

す。

• 自治会⻑や地元企業の関係者など地元有力者へ住民

ワークショップ参加を促す。    

※こうした人達は地元のことを熟知されているだけで

なく、歴史的な背景など日常的には気が付きにくい視点

からの意見が期待できます。

• 最も忙しく参加が難しい若い社会人は、直接的な参加要

請だけでなく、自主的な参加を促す工夫の検討が必要。

住民ワークショップの運営
全体進行を行うファシリテーターは、参加者から見て自治

体寄りではない中立的な立場の人材が担うのが良いと思い

ます。円滑な進行のためには、自治体職員に対しても参加

者に対しても的確な指示と誘導が求められます。一般的な

住民ワークショップでは、グループ内で世代や背景が異な

るメンバーが議論できるように、各世代をそろえた混合グ

ループを作る場合が多いですが、本プロジェクトの研究成

果を踏まえると、世代別グループによる作業と発表を行う

ことが良いと思います。

• 世代別グループで作業を行うと、世代別にグループの成

果がまとまるため、各世代の考え方や思いが把握でき、

また別のグループ発表から他世代の意見も確認できる。

• 混合グループの場合、グループ作業では様々な世代の多

様な意見を聞くことができるかもしれないが、グループ

作業の成果は基本的に各グループ 1 つにまとめられる。

そのため、グループの成果が、声が大きい人の発言に

強く影響され、強く主張できなかった意見は成果に反映

されにくくなる。特に若年の参加者が遠慮がちだと、グ

ループ作業の成果が高齢者世代の意見に偏ってしまう

傾向にある。

住民ワークショップで検討するべきこと
住民ワークショップにおいて、参加者に今後の施設整備に

対する意見や方向性を確認したいのであれば、具体的な施

設整備案を提示した「たたき台」を準備しておくことが良

いと思います。その理由は大きく次の 2 つにまとめられます。

• 限られた回数しか実施できない住民ワークショップに

おいて、具体的な施設整備計画の方向性が確認できる

「たたき台」を基にグループ作業で議論を行うことで、

迅速な進行と取りまとめができる。

• 「たたき台」がない状態から議論を進めた場合、方向性

が見えずに意見が発散・紛糾し、成果はキャッチフレー

ズの検討程度にとどまる等、施設整備の具体的な方向性

は全く見えない成果になることもある。

• 潜在的な要求や不満は、日常的には表面化する機会がな

いため、自治体職員が直接住民にその内容を聞いても

答えられない場合が多い。しかし住民ワークショップの

中で具体的な事例が「たたき台」の中で明示されている

と、「もしかすると○○についても解決できるかも」「そ

ういえば××はどうすれば良いのか」といった気づきに

繋がった様子が伺えた。うまく潜在的な要求や不満が引

き出せるのであれば、手間と時間をかけてたたき台」を

作成する価値は十分にある。

中央公民館エリア「公共施設」再編研究ワークショップ　かわら版Vol.4（鴻巣市） 広瀬川通信	Vol.3	「みんなで考える広瀬川　前橋工科大×地域住民×前橋市」
第 2	回 BaSS	プロジェクト主催シンポジウム全国ツアー	in	前橋臨江閣　当日配布資料	

市民ワークショップ「篠ノ井地区の公共施設について考える」
最終回（第 4回）回覧（長野市）

引用：http://www.city.kounosu.saitama.jp/ikkrwebBrowse/material/files/group/61/20180714_WSkawaraban.pdf
引用：https://www.city.nagano.nagano.jp/uploaded/attachment/321327.pdf

第 2回 BaSSプロジェクト主催シンポジウム全国ツアー

本ワークショップは JST 社会技術研究開発センター「持続可能な多世代共創社会のデザイン」研究開発領域H28年度採択プロジェクト

「地域を持続可能にする公共資産経営の支援体制の構築」の活動の一環です。 発行：前橋工科大学 堤研究室　制作：株式会社スタイルズ

Future activities
- 今後の活動 -

3 月 31 日 岡本太郎「太陽の鐘」が公開に！

前橋工科大 /堤研究室「空家部会」定例開催

広瀬川通信 v o l . 3

　前橋再生及びこの大地における芽吹きのシンボルを探していた「 太陽の会」がけん引

する地方再生プロジェクト、岡本太郎さん作「太陽の鐘」の公開日が3月 31日に決まり

ました。

　「太陽の鐘」は1966（昭和 41）年、日本通運が静岡県に開設したレジャー施設に設置し

た作品です。鐘は直径1.2×高さ 2.4 メートル、鐘をつく棒は24メートルもあり、独特

な形が特徴。設置場所は広瀬川諏訪橋。公園は建築家の藤本壮介さんが設計しました。

みんなで考える広瀬川
前橋工科大×地域住民×前橋市

毎月第1火曜日19：00～（原則）
会場：ベンテンシェアハウス

会場：前橋市広瀬川周辺

　堤研究室が主催する団体「空き家部会」では前橋の空き家につい

ての議論や、地域課題を解決するための議論を毎月行っておりま

す。どなたでも参加いただけますので、お気軽にお問合せ下さい。

　本プロジェクトのワークショップで市民の皆さんとつくった「タチヨルつくえ」を

使ったイベント「タチヨルつくえ花見」を開催致します。当日は周辺飲食店にご協力いた

だき、食べ物や飲み物を広瀬川のせせらぎを感じながら、ゆっくり花見をしませんか？

どなた様もお気軽にご参加下さい。皆様の参加をお待ちしてます。

タチヨルつくえ 花見４月７日（土）　１７時～　

2018 年 1 月 21 日（日）に前橋市の臨江閣でシンポジウムを開催した学生、市民が１００名ほど集まりました。広瀬川河畔の活性化を図る
ワークショップの成果や課題について、発表しました。パネリストからは「広瀬川に市民の関心が高まってきている」、「手やお金をかけずに
どうやって人を呼ぶかが大切」と話しました。2016 年 10 月にスタートした BaSS プロジェクトでは、持続可能な地方都市を実現する公共資
産マネジメントのあり方を検証するため、「広瀬川タチヨルプロジェクト」で前橋における課題の抽出と解決手法の検討を行ってきました。
本シンポジウムでは約 1 年間の研究活動の中で、実施しているプロジェクトの概要と成果、そして今後の展開について会場全体で議論を
交わしました。また今後も前橋の「まち」の将来を考える活動を続けます。（活動内容は中面を御覧ください）

「公共施設マネジメントのススメ方　～ ”公共資産 ”整備の実現に向けた取り組み～」
パネラー：山本龍（前橋市長）※×高橋康夫（群馬県建設技術センター）×岸篤美（マメゼン /弁天通り商店街振興組合）
×小松幸夫（BaSSプロジェクト/早稲田大学）　※市長代理で前橋市建設部 部長 加藤裕一が登壇

in 前橋臨江閣
　まちづくりの視点の重要性を考える必要があります。仮にボロボロの空き家がキレイになって

も、そこでなんからのかつどうが行わなければ、意味をなさない。空き家を通して「まち」で新

しい活動が生まれて、はじめて空き家の利活用が重要な意味を持つと考えます。全国的に空き家

が多い地域は活気が無い場合が多く、スペースを作るだけでは新しい活動は生まれません。

（前橋工科大学　准教授　堤洋樹   TSUTSUMI LABO  http://www.tsutsumilab.com/lab/）

空き家対策＝まちづくり

画像提供：蓮池俊光

画像提供：蓮池俊光

最新情報は
広瀬川「タチヨル」
プロジェクト
フェイスブック
ページで。
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地域全体で共創する自治体の仕組み【支援G】

公共資産整備を進める上での課題
どんなに良い整備計画が存在していたとしても、その整備

計画を推し進める仕組みに問題があれば、実施までの途中

で整備計画が悪い方向にねじ曲がってしまう可能性が高く

なります。つまり、自治体全体の公共施設を見直し、本プ

ロジェクトの目指す施設整備を実現させるためには、「整備

計画の策定」と「体制の改善」双方の品質向上が重要とな

ります。このような課題を踏まえ、品質管理の基本である

PDCA サイクルに落とし込み、公共施設整備を実現する自治

体の仕組みを解説します。

公共施設整備を実現する自治体の仕組み
一般的な教科書における施設整備の PDCA サイクルでは、「P」

には「戦略・計画」、「D」には「プロジェクト管理・運営維

持」、「C」には「評価」、D には「改善」としか示されてい

ません。実はこれは実施段階の PDCA サイクルの説明であり、

公共施設整備の場合は「P」に「整備計画の策定」、「D」に

「整備の実施」、「C」に「運用成果の確認」、「A」に「再整備

の内容検討」と当てはめることができます。そこで、計画

段階にも実施段階の PDCA を当てはめようとすると、実践

段階の PDCA には「体制の改善」を行う作業が入っていな

いため、上手くいかないことが多くあります。

　計画段階の PDCA サイクルでにおける重要なポイントは、

住民が「協働」するのは「外部からの確認」の部分です。

外部からの声をきくことは重要ですが、全ての作業で聞く

必要はなく、聞くことで進捗を妨げる可能性が高くなりま

す。つまり、自治体職員と住民の両者が、「外部からの確認」

作業で「協働」することで、最も効果的に計画段階から実

施段階へ進むことができることを正しく認識する必要があ

ります。

これまでの公共施設整備は、基本的に用途や法規で必要と

なる整備内容がほぼ整理されていたため、自治体職員だけ

でも検討が可能でしたが、近年は複合的な用途が求められ、

自治体職員だけで必要な公共施設整備を検討することは難

しく、住民「協働」が不可欠な状況です。しかし自治体の

体制自体は、この状況にまだ対応できておらず、「体制の改

善」が必要となります。つまり、住民は公共施設の「再整

備の内容検討」に積極的に参加することで「外部からの確認」

を機能させる必要があり、自治体は住民による「外部から

の確認」を積極的に受け入れるためにも「再整備の内容検討」

を住民「協働」で行う仕組みの構築が必要となります。

整備実現の可能性を高める確認項目
計画段階の PDCA サイｚクル「体制の改善」「全体計画の策定」

「整備計画の策定」「外部からの確認」の視点から、公共施

設を再整備する作業を円滑に進め、整備実現の可能性を高

める自治体の仕組みについて、現状を確認する重要項目を

整理しました。自治体の担当者が施設整備の計画策定の作

業に取り掛かる場合や、住民や議会が気になる公共施設整

備における自治体の準備状況を把握する場合などにお役立

ていただければ幸いです。

計画段階の PDCA サイクル（左）と実施段階の PDCA サイクル（右）の関係

整備実現の可能性を高める確認項目例

＜体制の改善＞
「外部からの確認」の結果を踏まえて自治体全域が対象となる「全体計画の策定」を行うために、現状の産業や生活を見
直し質の向上を図るための準備段階であることを認識して「体制の改善」を行うことが重要なポイントとなります。
□　部局横断的に事業を進める（民間企業の要求に対応する）体制がありますか
□　保有施設に関する施設情報等を継続して収集する体制がありますか
□　（公共施設を「しまう」ために）庁内の理解・協力を得る講習会・職員研修などを行っていますか
□　（暫定対策も含め）施設整備を迅速に行う全庁的な体制がありますか
□　（施設整備時だけでなく日常的にも）施設整備について相談できる体制がありますか

＜全体計画の策定＞
「体制の改善」結果を踏まえて個別の「整備計画の策定」の指針となる「全体計画の策定」を行うために、「都市マスター
プラン」や「公共施設等総合管理計画」など既存の各種全体計画を見直し、現状そして将来を見据えた「全体計画の策定」
が重要なポイントとなります。
□　保有施設における将来の改修・更新費用に対し、具体的な対応が行われていますか
□　今後の施設整備の方向性や優先順位に対して明確な根拠がありますか
□　施設管理者は自らの自治体が作成してきた全体計画の中身を熟知していますか
□　保有施設を用途分類別だけでなく地域別に整理・把握していますか
□　更新時期を向かえる保有施設の棚卸（整備検討開始年の把握等）はできていますか

＜整備計画の策定＞
「全体計画の策定」を受けて「外部からの確認」で分析・評価の対象となる公共サービスを提供する生活拠点として、質
の高い施設整備と運用を実現する「整備計画の策定」が重要なポイントになります。
□　財務・品質・供給の視点から対象施設の課題を明確に整理していますか
□　費用分析には長期的な視点（ライフサイクルコスト）による検討を行っていますか
□　情報分析だけでは整備効果が判明しない場合は現地で確認しましたか
□　整備計画の方向性は全部局と調整・共有した成果が明記されていますか
□　整備計画の内容は自治体幹部にも承認・共有され実施に進めますか

＜外部からの確認＞
「整備計画の策定」の内容を精査し、解決できていない課題に対応可能な「体制の改善」を行うために、全体計画や整備
計画を策定した自治体職員ではなく、住民や議会、必要に応じて民間企業など「外部からの確認」が重要なポイントにな
ります。
□　（公共施設を「しまう」ために）住民の理解・協力を得る講習会・勉強会などを行っていますか
□　施設の利用者だけでなく、年齢・立場が異なる住民の声を反映させていますか
□　必要に応じて専門家や民間のアドバイスを得るネットワークを築いていますか
□　保有施設に関する各種情報（施設カルテ等）を一般公開していますか
□　自治体外部からの情報収集を行う窓口は整理・活用されていますか
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施設整備を「リデザイン」する方法【支援G】

「整備計画の策定」の段階では施設整備の実現を目指し、自治体職員もしくは専門家が整備の方向性を確定し、整備内容を迅速に取

りまとめる段階になります。施設整備の実施段階において、自治体職員と住民の「協働」作業の視点から、公共施設を再構築し「リ

デザイン」するために必要となる考え方、そしてその具体的な作業手順について解説します。

目指すべき産業と生活の方向性を明確にする
まず、自治体と住民の双方が、目指すべき産業と生活

の方向性を明確にすることが重要です。自治体職員が

住民の日常生活に本当に必要な公共サービスをリデザ

インするところから始めれば、公共施設の保有を前提

としない自治体運営の方法を見つけることが可能とな

ります。そこで以下にその方向性を明確にするための

作業手順を解説します。

施設単体ではなく「エリア」で考える
有効利用されていない公共施設を整理する際には、保

有する施設総量を最小限にし、今ある公共サービスは

維持もしくは向上させることが前提となります。その

ため施設の規模が大きくなるため多額の整備費が必要

となり、必然的に整備できる施設数は限定されます。

つまり、公共施設のリデザインでは、自習室の事例の

ように施設単体で課題を解決しようとするのではなく、

「エリア」内にある複数の施設で必要な公共サービスを

「共有」する発想が求められます。そこで以下にその発

想を得るための作業手順を解説します。

客観的な情報から公共施設の配置や内容を考える
日頃から施設を利用している人からすれば、いつも予約

が取れない場合、稼働率は高いと感じます。しかし実

際には特定の時間帯に利用が集中しているだけで、全

体の稼働率をみるとそこまで高くないということもあ

ります。このような誤った判断をしないためにも、客

観的な数値等を判断の根拠にして自治体と住民の協議

を進める必要があります。

運用方法から整備内容を検討する
公共施設は⻑期的に利用することが前提となりますが、

その間に住民が公共サービスに求める形は変わります。

実は公共施設の再整備も、建物自体の寿命というより

公共サービスの変化や要求に公共施設が対応できずに

必要となる場合が多く、運用の検討を基に整備内容を

固める作業が重要になります。以下にその運用方法か

ら整備内容を検討するための作業手順を解説します。

[ 作業手順 ]
1.	 再整備が必要な公共施設がすでに存在している場

合、まずは現場でなぜ再整備が必要なのか、住民の

生活にどのような影響があるのかを再確認

2.	 同じく現場で、住民に対してどのような公共サービ

スが提供されているか洗い出すとともに、利用者・

管理者の不満・要望などを確認

3.	 再整備の理由が施設の問題であれば、住民の生活へ

の影響を踏まえ、その施設が本当に必要なのか、他

の公共施設や民間施設で代替できないか検討

4.	 再整備の理由が住民の生活に不可欠な公共サービ

スであれば、施設の使い方を変えることで対応でき

ないか、公共サービスの提供方法を変えることで対

応できないか検討

5.	 民間施設の賃貸や運用委託などの「官民連携」も含

め、住民の生活に不可欠な公共サービスの質を向上

させながら対象施設の規模や財政負担を縮小する

ことができる手法を検討

6.	 現状提供していた公共サービスを縮小・削減するこ

とになった場合は、利便性の向上など代替の公共

サービスを提供できないか検討

[ 作業手順 ]
1.	 「エリア」としてとりまとめる範囲は、小学校区や

中学校区が基本的になるが、周辺の特徴や状況、場

合によっては歴史を配慮しながら調整

2.	 検討する「エリア」の範囲が確定したら、「どこに

何があるかを把握する」ことから始めるため、地図

上に「エリア」内の公共施設を全てプロット

3.	 プロットした全ての公共施設は、どのような用途や

機能なのか、規模はどの程度なのか、いつごろ建設

されたのかといった、施設を知らない人でもなんと

なくイメージができる程度の基本的な施設情報を

確認

4.	 再整備の対象施設の用途や機能と重複している施

設や、空間や設備があまり利用されていない施設を

抽出し、上手く用途や機能の整理を行うことで、必

要な空間を確保するなど既存施設の有効活用を検

討

5.	 「エリア」内の公共施設だけでは対応できない場合、

「エリア」内にある民間施設もプロットし、「官民連

携」が実現できそうな施設を抽出

6.	 自治体と民間企業双方の費用対効果を明確にし、民

間企業が積極的に空間を「共有」したいと思える利

用方法を自治体から提示する整備案を検討

[ 作業手順 ]
1.	 自治体が保有する既存施設の状態を客観的に把握

するため、全ての施設の「基本情報」の収集と整理、

可能であれば情報システムの活用し情報の一元化

2.	 整備対象施設の状態を把握するために、同様の用途

や機能を持つ施設の基本情報を比較分析し、その結

果を分かりやすく図表で表現

3.	 検討すべき「エリア」が確定すれば、エリア内にあ

る公共施設は、整備内容の検討内容に応じて不足し

ている施設情報を利用者や管理者へのヒアリング

などを実施し追加で収集・分析

4.	 「エリア」内の施設をプロットした地図を基に、手

元にある情報から得られた分析結果を配置の視点

から確認できる検討資料の作成

5.	 検討資料や分析結果、可能であればその元データを

自治体関係者だけでなく、住民や議会などと情報を

「共有」し、「情報の非対称性」と呼ばれる立場によ

る情報の多少を解消

6.	 検討結果による再整備案は、できる限り複数案を準

備し、既存の施設整備との比較検討することで、そ

の再整備案の効果を明確にした結果を「共有」

[ 作業手順 ]
1.	 施設情報を基に現状の課題を明確にするとともに、

「官民連携」も含め課題への対応策を複数の視点か

ら検討

2.	 将来的にも同様の課題が発生するか検討するため、

自治体の全体計画や方向性だけでなく社会情勢を

踏まえて客観的な検討を行い整備の方向性を確認

3.	 住民への継続的な公共サービスの提供を実現する

ため、財政的な負担をできる限り削減するととも

に、想定外の事態にも対応も可能になる施設整備手

法を検討

4.	 住民の満足と安心・安全を確保するため、継続的に

施設の質の維持と向上を確保する仕組みとともに、

公共サービスの充実を実現するソフト・ハード両面

からの施設整備手法を検討

5.	 住民の利便性や必要最低限の空間を確保するため、

施設の規模や配置の検討材料となる情報収集・分析

を行う仕組みと、迅速な増設・売却・取り壊しなど

が可能な施設整備手法を検討

6.	 継続的に運用状態を把握し必要に応じて適切な対

応が可能な体制と、再整備の検討を円滑に行う準備

のため定期的に情報収集・分析を行う仕組みを構築
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シンポジウム「公共施設マネジメントのススメ」

自治体交流会（長野市・池田市）

シンポジウム全国ツアー「公共施設マネジメントのススメ方」

自治体研修会（浜松市）

第3回BaSSプロジェクトシンポジウム3days

シンポジウム「住民参加による公共施設整備の未来」

2017 2018 2019

「公共施設マネジメントのススメ」／ 2017 年 3月 4日（土）
南学（東洋大学客員教授）の基調講演及び研究メンバーとのパネルディスカッションの実施、当
日資料の配布を行うことで、本プロジェクトの周知と方向性の確認を行いました。
＜主なプログラム＞
基調講演「公共資産経営－『拡充』から『縮充』への発想転換」　
　 南学（東洋大学客員教授）
パネルディスカッション「これからの “公共資産整備” に求められる活動」
　南学（前述）×池澤龍三（建築保全センター）×寺沢弘樹（日本 PFI・PPP 協会）
　×讃岐亮（首都大学東京助教）×宮崎正人（会津若松市）
　＋堤洋樹（※コーディネータ）

書籍出版
「公共施設のしまいかた　まちづくりのための自治体資産戦略」

内容紹介
人口減少と財政難の時代を迎え、もはや自治体も住民も「老いる公共施設」の問題からは逃げら
れない！一方的な総量削減ではなく、自治体と住民の協働による削減・整理・再活用で非効率な
公共支出を減らし、公共サービスの質の向上もしくは必要最低限の継続を実現し地域の価値を上
げる、縮充社会の公共資産づくりマニュアル。

目次
1章　自治体も住民も「老いる公共施設」から逃げられない
2章　誰が公共施設をしまうのか
3章　自治体全体の公共施設をどう見直すか
4章　個別の施設整備をリデザインする方法
5章　ハコモノ・インフラのしまいかた

自治体交流会（長野市・池田市）
2017 年度に実施した自治体研修会は、自治体・学生・大学教員等の様々な立場のメンバーでグループを
つくり、ワークショップを通して、公共資産整備の実現に向けた課題の整理や解決手法について参加者
全員で議論した。自治体間や行政内の役職等により考え方が異なること、また異なる意見を１つの案と
してまとめる難しさを感じる研修会となりました。
＜主なプログラム＞
【長野市会場】
グループワークⅠ「芋井小学校第一分校の活用を考えてみよう」
グループワークⅡ「芋井地区の状況を踏まえ、FM担当の視点から芋井小学校第一分校の活用を考えてみ
よう」
グループワークⅢ「芋井小学校第一分校の活用を考えてみよう　市民への説明を想定し、発表の準備をし
よう」
【池田市会場】
グループワーク　池田市・廿日市市の取組む公共資産整備プロジェクトについて、「財務」「品質」「供給」
面について具体的な改善提案を検討する

自治体研修会（浜松市）
2018 年度に実施した自治体研修会は、自治体毎に具体的な課題を持ちより、実現するまでのプロセスを
検討するとともに、他講師からコメントをもらい現状の課題を明確にするという研修会を実施しました。
プロジェクト全体のプロセスデザイン、実務上のボトルネックと解決策についても議論しました。
＜主なプログラム＞
グループワーク「全体のプロセスデザインを検討（全体の時間軸、誰と何をするか、ボトルネックにな
りうる要素と解消のための手段、進捗確認の時期と内容）」
BaSS プロジェクト研究成果の発表
　「中長期保全計画」「地域評価」「世代会計」「費用便益」の説明
浜松市内の公共施設見学（浜北区役所、舞阪協働センター、多文化共生センター、ソラモ）

シンポジウム全国ツアー「公共施設マネジメントのススメ方」
　／長野市：2018 年 1月 20 日（土）、前橋市：2018 年 1月 21 日（日）、池田市：2018 年 1月 27 日（土）
協力自治体の長野市、前橋市、池田市でシンポジウムを開催しました。実施しているプロジェクトの概要とシンポジウ
ム開催地における成果、今後の展開について会場全体で議論を交し、本プロジェクトの周知と方向性の確認を行いました。
＜主なプログラム＞
パネルディスカッション「自治体ができること×住民ができること」
【長野市会場パネリスト】 
樋口博（長野市副市長）×松岡保正（公共施設適正化検討委員会委員長）
×平林和憲（篠ノ井地区住民自治協議会会長）×寺沢弘樹（前述）
【前橋市会場パネリスト】
山本龍（前橋市長）×高橋康夫（ 群馬県建設技術センター）
×小松幸夫（早稲田大学教授）×岸篤美（マメゼン /弁天通り商店街組合理事長
【池田市会場パネリスト】
倉田薫（池田市長）×今給黎一徳（池田市）
×前田修（こども食堂「寺子屋・mae」/ 建築保全センター）×池澤龍三（前述 )

第 3回 BaSS プロジェクトシンポジウム 3days
　／豊島区：2019 年 1月 28 日（月）、会津若松市：2019 年 2月 10 日（日）～ 11 日（月）
協力自治体の会津若松市、豊島区でシンポジウムを開催しました。会津若松市では、先進自治体および民間企業の担当者による基調
講演、実施しているプロジェクトの概要とシンポジウム開催地における成果を報告しました。両会場とも今後の展開について会場全
体で議論を交し、本プロジェクトの周知と方向性の確認を行いました。
＜主なプログラム＞
【豊島区会場】
基調講演「多世代共創・産官学連携による公共施設整備」堤洋樹（前述）
基調講演「リファイニングによる公共施設とまちの再生」青木茂（青木茂建築工房主宰）
【会津若松市会場】
基調講演「自治体職員が主導する産官学連携」上森貞行（盛岡市）
基調講演「施設管理における新たな官民連携」中島五大（日本管財）
パネルディスカッション「今後の公共施設整備に求められる『こと』『もの』」
　 上森貞行×中島五大×鵜川大 ( 会津若松市 )＋ファシリテーター : 堤洋樹
活動報告「地域づくり活動の成果報告」北会津・河東・湊地区代表
活動報告「地域づくりワークショップキャラバン」の成果報告
　　北会津・河東・湊地区代表×石光真・青木孝弘（会津大学短期大学部）×堤洋樹（前述）

BaSS プロジェクト主催のシンポジウム 自治体交流会・研修会の取組み

協力自治体における協働の取組み一覧【実証G】
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持続可能な多世代共創社会の実現に向けて

持続可能な社会に向けての多世代共創
の意義とは？ 

高齢化・少子化や自治体の財政悪化など、地方が抱える社
会問題の多くは、多世代共創が実現できない地方都市や地
域に存在しています。恐らく日本全体に経済的な余裕があ
ると、多世代共創の必要性を感じられなくなり、その人間
関係を面倒に感じるようになると考えられます。一方で、
経済的な余裕がない状態では、多世代共創でしか社会問題
を解決することはできません。
　　そのため持続可能な社会の実現に多世代共創は不可欠
ですが、その地域に住む一人一人が有効性を認識しなけれ
ば、多世代も共創も実現しないと考えています。そのため
できる限り多くの人々に体験型活動への参加を促し、多世
代共創を実感してもらうことが重要です。
 

特に若い世代が多世代共創的活動に
参加するインセンティブとは？ 

「持続可能な社会の実現」という難しい課題に、若い世代は
関心がない、もしくは専門的な技術や社会経験が少ないため
議論ができないと無意識的に若い世代を排除してしまう場
合が多くあります。確かに専門的な技術や社会経験が必要
な段階もありますが、本来は「持続可能な社会の実現」を「現
在の生活改善」という視点で考えるべきであり、その視点
から見れば高齢世代も若い世代も一人の立派な生活者です。
そのため、世代を意識せずとも多世代共創的活動は可能で
あると考えています。
仮に若い世代にインセンティブが必要であるなら、それは
ある世代が優遇される活動であり、若い世代にメリットが
ない活動だからです。例えば対価が必要な活動なのに無償
の活動を強制されるのであるならば、それは本来の多世代
共創ではありません。恐らく活動の設定が間違っているの
でしょう。
 

効果があるのに多世代共創に参加し
ない場合の世代別の方策とは？

参加の動機もインセンティブ同様に、強制することは難し
く、また若い世代、特に年齢が低いほど学校や保護者の意
向に影響されるため、仮に本人が参加したくても参加でき
ない場合が多くあります。つまりどの世代にも魅力がある
活動であれば、本人の意思よりも周囲の関係者が参加を阻
む可能性が高いと言えます。
逆に若い世代が参加する活動には、親世代や祖父母世代も
参加する可能性が高くなります。そのため積極的に若い世
代ができるように、親世代や祖父母世代を理解させ納得さ
せる説明や取り組みを重視するべきです。
 

持続可能な社会及び多世代共創にお
ける新技術の影響や含意とは？

例えば自動運転技術は、辺鄙な地域の福祉や物流問題を解
決する可能性が高くなります。同様に ICT は将来的に地方
の社会問題の多くを解決すると考えられます。持続可能な
社会の実現に向けた障壁はかなり低くなるでしょう。
一方で、多世代共創を必要とする理由は前述のように少な
くなるため、多世代共創の実現可能性は低くなるかもしれ
ません。社会問題に対する ICT の導入は不可避ですが、恐
らく利便性を求め積極的な ICT の活用を目指す地域と、地
域資産の活用を目指し多世代共創を進める地域の 2極化が
進むのではないでしょうか。

多世代共創的活動は人々にどのよう
な意識変化をもたらすか？

従来の仕組みは自治体内・部局内・地域内・家族内などで「閉
る」ことが効果的であり合理的でした。しかし多世代共創は、
「閉る」意識では実現しません。地域全体に「開く」意識を
持つことが不可欠です。
しかし地域全体に「開く」ためには、住民一人一人が持続
させる「覚悟」と許容する「ゆるさ」が必要になります。
そのため「開く」意識がない住民が多い地域は、長い時間
をかけて全員の意識を変えていくしかありません。なお「閉
る」必要があるものは ICT で対応することで、意識を「開く」
ことがより容易になるでしょう。

多世代共創が社会に普及・定着する
には？

研究者はあくまでも多世代共創の支援しかなく、その地域
の住民が主導する必要があります。そのため人材育成が不
可欠であり、勉強会やワークショップなどでの体験する機
会を継続的に準備・提供することは有用です。
担ぐ人の多くが成功者であることからも成功体験が必要で
す。そのためには、小さいことでも良いので早く実現させ
ることです。地方には空き家など有効活用されていない空
間は多く存在すると思われます。そのため場所自体は確保
できますが、立地や環境が良いとは限りません。場所より
も周辺住民との関係や環境の整備が重要になります。
研究者であれば、研究成果を活用するとともに、単体の事
業ではリスクが分散できないため複数の事業を行う必要が
あります。また市場調査など、ある程度は事業性を事前確
認することが求められます。この辺りは一般的な事業者と
変わらないと思われます。
積極的に地域活動に参加することが地方では最も重要では
ないでしょうか。また口コミが重要であるのは、都市部で
も同様です。なお論理的な説明ができれば、不合理な発言
は激減するため、研究者は一般の方よりも有利だと言えま
す。一方で類似の活動をしている団体とは利害関係が難し
いので、役割分担（事業の相違）を明確にする必要があり
ます。
自治体職員は基本的に担当部局としてしか動けないため、
部局をまたがる場合などは研究者の方から動く必要があり
ます。一方で個人的な活動であれば、一般の住民と同様の
対応で特に問題はないと思います。
地域によって立地や条件が異なることから完全なマニュア
ルは難しいですが、具体的な作業内容に悩む人が多いため、
ガイドラインやチェックリストなど基本的な方向性を示す
ことは有用です。
 

多世代共創の程度と持続可能な社会へ
の有効性を評価するための指標とは？

多世代共創の指標は、その効果を何に設定するかも含めて
難しいと言えます。しかし持続可能な地域の実現のための
指標であれば、例えば本プロジェクトで実現した施設評価・
地域評価・中長期保全計画の結果を用いて現状把握と将来
予測により、住民負担を評価するなどの手法が使えるでしょ
う。また民間企業との費用比較などが可能であれば分かり
やすいと思います。
本プロジェクトであれば、施設整備や運用にかかる費用が
多世代共創によってどの程度削減できるかという指標が分
かりやすいと思われますが、現実的には成果が出るまでに
時間がかかることから難しいと言えます。同様の理由でワー
クショップの参加者にアンケートをとって満足度を見てい
ますが、あまり指標としては使えないのではないかと考え
ています。ガイドラインやチェックリストの達成度の確認
が現実的かもしれません。
 

持続可能な社会及び多世代共創にお
ける地域の自然の意味とは？

地域の自然は地域資産として位置づけています。地域資源
の有効活用は地域の持続可能性には欠かせませんが、地域
資源を有効活用するためには産業や生活の基盤となる公共
資産の整備が必要となります。そのため本プロジェクトで
は直接対象にはしませんが、次のプロジェクトでは研究対
象と考えています。
人口が減少している地域では、相対的に自然要因の影響が
大きくなると考えています。そのため無理に自然を管理す
るのではなく、自然を上手に活用する産業や生活が求めら
れるでしょう。そのため自然、特に長期的視点から林業が
付加価値となり得る手法を模索しています。
全ての地域が持続することは現実的にはできないと思いま
す。しかし多世代共創を始め、積極的かつ自主的な活動を
行う地域であれば、生き延びることができるでしょう。ま
た人間は移動することができますが、移住に抵抗を持つ人
は多くいます。今後はさらに公共資産の整備の方向性が問
われると考えています。
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今後の成果の活用・展開に向けた活動

RDM ラボ ( 特定非営利活動法人リデザインマネジ
メント研究所）の概要
RDM ラボは、「広く一般の住民が地方自治体や産官学と連携

し、既存の政策・制度・体制・手法等を再検証するとともに、

課題解決を目指す新たな仕組みづくりの開発と支援を通し

て、地域資産の利活用による豊かで持続可能な社会を実現

する」ことを目的とした NPO 法人です。

RDM ラボでは、次の 3 つの柱を軸に事業を行います。

1.	 産官学との連携：大学だけでなく地方自治体・民間企業

と連携した社会事業を行う

2.	 多世代によるまちづくり：多世代の住民らと共同して地

域に求められるまちづくりを推進する

3.	 研究による社会貢献：研究活動を中心とした事業展開に

より適切な施設整備・管理を支援する

なお RDM ラボでは、本プロジェクトの成果を引き継ぎ来年

度からの共同研究を 3 つ予定しています。

1.	 約 7 割の学生を県外から集める前橋工科大学の学生が、

移住者が求める良質な居住環境の整備・支援内容を自

らの経験を基に検証し、その成果を基に地方都市にお

ける若者世代を中心とした移住者の定住化を実現する

「住居」「生活」「就職」面からの支援プログラムの社会

実装を目的とした研究です。なお前橋 BID（Business 

Improvement District）の実現に向けた研究として位置

付けています。

2.	 建築物や橋梁の壁面など多くの技術者の手間と安全確

保が必要になる点検作業を代替する自動診断ロボット

を開発します。技術者の安全性と省力化を確保しつつ適

切な点検作業を実現するとともに、これまで専門家しか

把握できなかった管理状態を可視化し、技術者に加え利

用者による安全・安心に寄与する情報収集・分析を実現

する社会を実現するため、AI を搭載した自動診断ロボッ

トによる協働点検システムの実用化を目指した研究で

す。なお研究成果は本プロジェクトで実装した公共 FM

システムに連動させる予定です。

3.	 地域資源の活用を目指し、土木インフラを建築へ、そし

て森林に戻す従来とは逆転の整備手法を「リバースデザ

イン」と命名し、その実現への手法を確立する研究も予

定しています。

BaSS プロジェクトでは、研究成果と課題を引き継ぐ RDM ラボ ( 特定非営利活動法人リデザインマネジメント研究所）を設立する

ことができました。 RDM ラボでは、既に単独もしくは民間企業と連携して自治体のシステム導入支援、また個別施設計画の策定

業務を受注予定です。また前橋市では、学生が主体となって商店街の中の空き部屋を利用して中高生向けの学生塾「benten study 

place」を 2019 年 7 月に開業し、本法人で経営支援を行っています。また来年度からは、BaSS プロジェクトに関わった大学生 1

人の就職を予定しています。今後はさらに人数を増やし、全国の自治体に対応できる支援体制を確立したいと考えています。

Benten study place
「Benten study place（弁天スタディープレイス）」の指導方

式は、一般的な家庭教師と同じ、自立型個別指導を採用し

ています。これは生徒が自主的に学習を行い、わからない

ことがあれば個別に指導する方式です。

他の学習塾や家庭教師のような時間割制ではなく、利用時

間内なら先生が常駐している環境なので、勉強方法などさ

まざまな疑問にも答えてくれます。自分で勉強を進め、自

ら考える力を養えます

事業の様子クラウドファンディングの成果

前橋版 BID スキーム

前橋 BID の設立準備
Benten study place を拠点として、地域再生エリアマネ

ジメント負担金制度（日本版 BID）を利用し、広瀬川を

中心としたエリアマネジメントの仕組みづくりの準備を

行っています。今後の展開をご期待ください。

RDM ラボの取り組み

RDM ラボの 3 つの柱 「住居」「生活」「就職」面からの支援プログラム
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